
２－１－１

2

1 担当課（館）

①
学校教育課
教育研究所

　□　目標を上回る

　■　目標どおり

　□　目標をやや下回る

　□　目標を大幅に下回る

重点施策点検・評価表

課題等

（１）子どもハローワークについては、小中学生だけではなく高校生の参加数が
　　 増えてきているので、高校生の体験場所を今後も考えていきたい。また、お
　　 おとり教室に入級している不登校の児童生徒が参加できるよう地域の協力を
　　 得たい。
（２）子どもサミットにおいて、継続してきた活動だけでなく地域貢献活動をさら
　　 に各校に呼びかける。
（３）今後も各学校における百花繚乱作戦において、地域の人たちと積極的に
　　 関わる活動を継続し、児童生徒の社会的使命感が高まっていくことを期待し
　　 ている。

取組の方向性

■　継続

□　廃止検討

□　単年度

点検評価

（達成率１００％超）

（９５～１００％）

（８０～９４％）

（８０％未満）

基本目標

ふるさとを担う「未来大館市民」を育成する学校教育の深化

重点施策

ふるさとキャリア教育を通して、自立の気概と能力を備えた人財の育成に努める

ふるさとキャリア教育を積み重ねて生みだされた「強み」の進化・深化

活動内容

ふるさとキャリア教育１4年目を迎え、これまでの各校の百花繚乱作戦や子どもハローワーク、 子
どもサミットなどの取組から生みだされた「強み」を一層充実させるため、子どもの心が動くような教育
をしかける。そして、子どもたち自身が大館盆地を学び舎に「ひと・こと・もの」へ主体的に関わること
で、ふるさとへの愛着を深め、「未来大館市民」として成長するための教育的効果を高めていく。

学識経験
者等意見

・ふるさとキャリア教育が始まって14年目ということで、定着しつつあると感じているし、今までの取り
組みの積み重ねが好循環になってきている。
・各学校の取組が、地域にもともとあった取組をバージョンアップさせたものになっている。こうした活
動を通して、人の役に立ちたいという子どもの変容が見えてきている。
・子どもの個性や特長といった凹凸の部分を引き揚げながら、個の成長が見える指導の厚みを出し
てほしい。
・おおとり教室と地域との協力による活動は面白い取組である。今後も新しいものにチャレンジしてほ
しい。

　

　どちらの結果を見ても、地域社会のために行動をおこしたいと考える児童生徒の割合が非常に高
い。
（１）子どもハローワーク参加人数はのべ約1000名となり、旧市街だけでなく、比内町からの参加が増
　　 えた。また、大型イベントの開催があり、高校生の参加も順調に伸びている。
（２）子どもサミットにおいて、各校での地域貢献活動について市長を交えて意見交流ができた。
（３）各学校の百花繚乱作戦が、新聞に多数掲載された。
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２－１－２

2

1 担当課（館）

②
学校教育課
教育研究所

　□　目標を上回る

　■　目標どおり

　□　目標をやや下回る

　□　目標を大幅に下回る

■　継続

□　廃止検討

□　単年度

重点施策点検・評価表
基本目標

ふるさとを担う「未来大館市民」を育成する学校教育の深化

重点施策

ふるさとキャリア教育を通して、自立の気概と能力を備えた人財の育成に努める

いじめ・不登校問題の予防及びその克服のための支援体制の充実

活動内容

いじめ・不登校調査の分析と活用、関係機関との連携により、未然防止と早
期対応を一層充実させる。特に不登校対策については、毎月実施している「欠
席状況調査」において、日数の累計だけではなく、児童生徒の現状を精査した
上で一人一人の実態を的確に把握し、学校と連携する。また、年度の切り替わ
りや小学校から進学先の中学校への情報の引き継ぎを確実に行うことで、切れ
目のない支援体制を構築し、学校への情報提供や助言をきめ細かに行う。

点検評価

（達成率１００％超）

（９５～１００％）

（８０～９４％）

（８０％未満）

不登校及び不登校傾向の児童生徒数は、昨年度に比べ減少傾向にある。
特に、小学校での増加が抑えられている。成果点としては、関係機関との情報
共有による諸問題への対応及び支援体制の充実が挙げられる。毎月の欠席
状況調査の分析の他、夏季休業中の市内全小中学校との情報交換会や年３
回の子育て相談会の実施などによって、いじめ・不登校等の諸問題を抱える児
童生徒の情報を共有し、その対応について協議している。このことが、各校で
の一人一人に応じた具体的な支援や対応、あるいは家庭との連携によるカウ
ンセリングや各種発達検査などにつなげることができている。

また、不登校及び不登校傾向の児童生徒及び保護者が悩みを抱え孤立す
ることなく、必要とする情報や支援を得られるように、市内の相談機関等で扱っ
ている活動内容について「子ども、保護者、家庭サポート窓口」として取りまと
め、全家庭に周知している。このことがきっかけとなり子育て相談会につながる
ケースも増えている。さらに、子育て相談会も１度きりの相談で終わるのではな
く、継続的な支援体制につなげることができた。

学識経験
者等意見

・相談機関として、常任の臨床心理士の功績は大きい。さらに、福祉課、子ども
課、病院等といった関係機関との連携が他市よりも進んでいると感じている。
・ふるさとキャリア教育による人と人とのつながりが功を奏している。
・不登校の早期発見に留まらず、より初期段階の「なりかけ」を見つけてほし
い。

課題等

不登校の原因は様々で多岐にわたるが、家庭状況を背景と
するケースも多い。児童相談所や福祉部子ども課が関わるケー
スも増えている。今後も、各関係機関と不登校の未然防止の取
組や支援の在り方について連携していくととともに、一人一人
の児童生徒に応じた各校における支援体制づくりと組織的対
応が迅速に進むよう働き掛けをしていく。

取組の方向性
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２－２－１

2

2 担当課（館）

①
学校教育課
教育研究所

　□　目標を上回る

　■　目標どおり

　□　目標をやや下回る

　□　目標を大幅に下回る

■　継続

□　廃止検討

□　単年度

重点施策点検・評価表
基本目標

ふるさとを担う「未来大館市民」を育成する学校教育の深化

重点施策

大館教育を起点として、社会、全国、世界との架け橋を構築する

教育ツーリズムによる「本質を追い求める教員が集う街」の実現

活動内容

ふるさとキャリア教育が、掲げる理念の先見性、生み出す活動のクォリティ、
織り成す組織のアクティビティなど、公教育における先駆的、先覚的、先導的
教育実践を追求し、教育ツーリズムを通して、参集を希望する志ある全国の教
員が、あるべき教育の姿を語り合う場を設定する。

点検評価

（達成率１００％超）

（９５～１００％）

（８０～９４％）

（８０％未満）

令和7年度の教育ツーリズムによる訪問要請の教育交流（受入）実績は、実
人数がおよそ762人、講演や出前授業等の参加者は約600人となっており、両
方の取組を合わせた交流都道府県数は20を超えている。

今年度の特徴として、本市が全国に先駆けて取り組んでいる「架け橋プログ
ラム」への関心の高さから、講演等の要請とその参加者が増加したことが挙げ
られる。幼保小連携の重要性がうたわれている現在において、この傾向は今後
も継続すると考えられる。

教育交流では、視察プログラムの中に「教育実践についての懇談の場」を設
定し、学力向上等の施策に係る協議を、視察団体が進行役となって行うように
企画した。その結果、受入校においては、管理職のほか、研究主任や特色あ
る授業実践を展開している教員等が同席する場面が見られるようになり、自校
の中核的教員等の人材育成に活かそうとする管理職の意識の高まりにつな
がった。このことは、抽出調査ではあるものの、今回初めて実施した本市教職
員の意識調査にも表れている。

学識経験
者等意見

・文科省の教育構想等を的確につかみ、臆することなく進んでいる、そのチャレ
ンジする姿勢を評価したい。
・昨年、全都道府県からの視察を達成し、他県に行かなくとも他県の状況を伺
い、研修ができているようなので、一層整備し子どもたちを育ててほしい。

課題等

令和７年度は、視察依頼等の各校への均等な振り分けと「教
育実践についての懇談の場」の設定に一定の成果が見られ
た。これは、視察等を学校経営と人材育成に活かしたいという
視点で各校長が戦略をもって受け入れてくれたことが大きい。
事務局の情報を積極的に各校で共有しながら、受け入れにか
かる要望や課題等についても早い段階で協議することができ
た。

大館市教育委員会事務局としては、外部教育関係者との交
流を通して、「大館市公立学校教員の資質向上に役立てる」と
いう本質的なねらいを常に持って調整を図っている。そのため
には、視察等を受け入れる「発信」だけなく、他県の情報も吸収
していく「受信」という体制も一層整備していきたい。だからこ
そ、他県からの参加にも「お客さん」として参加するのではなく、
視察等における明確なねらいと自己の課題や実践等の紹介等
も課すことで、教育交流と人財育成の関係性をより実感できる
方策を考えていきたい。

取組の方向性
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２－２－２

2

2 担当課（館）

②
学校教育課
教育研究所

　□　目標を上回る

　■　目標どおり

　□　目標をやや下回る

　□　目標を大幅に下回る

ふるさとの価値を多面的かつ広域的に捉える機会の充実

活動内容

ふるさとキャリア教育による学びを根幹に、子どもサミットや海外研修等の活
動を通して成長した児童生徒が全国や世界の視点からふるさと大館を見つめ
ることで、豊かな未来についての想像力や思考力、社会に働きかける実践力な
どを伸長するとともに、その姿を積極的に地域に発信する。

点検評価

（達成率１００％超）

（９５～１００％）

重点施策点検・評価表
基本目標

ふるさとを担う「未来大館市民」を育成する学校教育の深化

重点施策

大館教育を起点として、社会、全国、世界との架け橋を構築する

（８０～９４％）

（８０％未満）

子どもサミットについては、年２回の代表会議を庁舎議場で開催されるように
なってから、多くの市議会議員の皆様や学校関係者、保護者にも参観いただ
き、小・中学生の視点で｢大館市をよりよくする方法」を考え、提案、情報発信を
する場となっている。昨年度は、特に、子どもたち自身が「メデイア依存に関わ
る諸問題」を自分事として捉え、各校で特色あるメデイアコントロールの活動を
進めた。自校の活動にとどまらず、中学校区で連携をし、縦のつながりのある
活動を展開した学校もある。今後も、未来大館市民のリーダーとしての気概を
高め、「地域のために、学校のために私たちにできることは？」について考え、
取り組んでいく予定である。

海外研修については、研修の充実を図るため、全５回に渡る事前学習会を
実施し、日常英会話の他、昨年度の研修生による講話を聴いたり、研修先で
の生活経験者から現地の生活や研修の際のアドバイスを受けたりなどの学習
を行った。研修先のニュージーランドでは、文化施設や学校訪問、ファームス
テイ等の体験活動を行い、異国の歴史や文化に触れ、日本との違いや互いの
よさに気づいたり、ふるさと大館や自己を見つめ直したりすることができた。
　また、帰国後、研修の成果を市長への報告会で発表をした。

学識経験
者等意見

・子どもサミットは、各校で子ども達が案を出し合いサミットで報告する流れと
なっており、自分たちで作り上げていくスタイルとなっていることがとても良いと
感じている。
・海外研修は、物価高騰の折、予算的に大変だと思うが、対象者が減少しても
灯を消さないよう今後も続けてほしい。
・サミットや研修で育った子どもたちが20代になり、いろんな形で大館におかえ
ししている、そういった例が実際にあるので、ぜひ、継続してほしい。

課題等

年２回の代表会議後には、参加した代表委員が自校で報告
や伝達を行っているが、その方法等については学校間に差が
あるように感じる。各校の担当者にしっかりと働きかけ、子どもサ
ミットの共通実践事項が徹底されるようにしたい。

物価高騰の折、海外研修においては、保護者負担が年々大
きくなっているのが現状である。生徒の成長にとって大きな効果
を与える本研修であるため、今後も広く門戸を開き、多くの生徒
にとっての貴重な学びの場として継続していきたい。

取組の方向性

■　継続

□　廃止検討

□　単年度
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２－３－１

2

3 担当課（館）

①
学校教育課
教育研究所

　□　目標を上回る

　■　目標どおり

　□　目標をやや下回る

　□　目標を大幅に下回る

就学前教育及び中等・高等教育とのつながりを重視した「教育の縦の基軸」の強化

活動内容

小学校に接続する全てのこども園等による幼保小架け橋プログラムにより策
定した就学前教育カリキュラムの実践と、地域の県立高等学校、特別支援学
校、大学等のリーダーの方々と教育理念や教育実践について議論を交わす
「教育懇談会」の開催を通して、大館盆地における教育ベクトルの一体化を図
り、未来大館市民に直径する縦の基軸を強化する。

点検評価

（達成率１００％超）

（９５～１００％）

重点施策点検・評価表
基本目標

ふるさとを担う「未来大館市民」を育成する学校教育の深化

重点施策

学校と地域が織りなす教育活動の充実を図る

（８０～９４％）

（８０％未満）

 ・ 文部科学省委嘱事業「幼保小の架け橋プログラム」のモデル自治体を経
て、市内全ての小学校区が策定した架け橋期のカリキュラムを実践・展開する
ことができた。様々な連携や交流活動を通して、園と小学校が企画や事後の協
議を重ね信頼関係が構築され、共に架け橋期の子どもたちを育てる機運が醸
成されている。
 ・ ７月に開催された「教育懇談会」においては、新たな「おおだてふるさとキャ
リア教育」のグランドデザインに基づく小・中学校、高等学校、特別支援学校、
高等教育機関等のキャリア形成に係る一環した育ちの循環について共有を
図った。さらに、各校の児童生徒、学生の実態を踏まえた「未来大館市民」育
成の成果や課題、そして今後の展望等についての協議を通して、高等学校長
のふるさとキャリア教育の理解の深まりを感じた。

学識経験
者等意見

・今は種をまき、芽が出てきている段階で、水やりとしての施策が大事と思うの
で、できあがったプログラムを実のあるものにしてほしい。
・中学と高校とのつながりという縦軸ができてきた。これは、研究会活動等を行
い教育イズムの共有化を図ってきた成果と思うので、今後に期待したい。

課題等

・ 完成した幼保小の架け橋期のカリキュラムに基づいて、全小
学校・園が連携や交流、日常の授業・保育の改善に取り組むこ
とになる。引き続き、幼保小の架け橋プログラム促進事業を活
用して架け橋コーディネーターを配置し、新たなモデル地区
（有浦小・扇田小）を指定しながらカリキュラムを検証し、幼保小
連携を一層推進する。
・ 大館への愛着や地域に貢献しようとする意欲を、定住、地元

就職、地域社会への参画意識へつなげるための方策につい
て、引き続き高等教育機関との協議を進め、「大館盆地に軸足
をおいて、自分の人生の道筋を考える」という体験の創出を推
進する。

取組の方向性

□　単年度

■　継続

□　廃止検討

-13-



２－３－２

2

3 担当課（館）

②
学校教育課
教育研究所

　□　目標を上回る

　■　目標どおり

　□　目標をやや下回る

　□　目標を大幅に下回る

地域住民や民間企業等との連携等「教育の横の基軸」の生かしたスクール・コミュニティの形成

活動内容

学校が核となり、地域住民や民間企業と連携した多様な教育活動を創出す
ることで、主体的・対話的なスクール・コミュニティを一層活性化するとともに、そ
こから生まれる様々な発想の実現を通して社会的有用感を育て、社会変革力
や実践力の育成を図る。

点検評価

（達成率１００％超）

（９５～１００％）

重点施策点検・評価表
基本目標

ふるさとを担う「未来大館市民」を育成する学校教育の深化

重点施策

学校と地域が織りなす教育活動の充実を図る

（８０～９４％）

（８０％未満）

令和７年度、早口小学校が創立１５０周年を迎え、学校では記念事業として
羽州街道の旅（弘前城見学など）、早口川の徒渡り、記念学習発表会など地域
とのつながりを深める様々な記念事業が行われました。

記念事業の実施に当たり、学校運営協議会委員は、学習発表会のパネラー
の役を担うなど、積極的に事業に参画し、学校と地域をつなぐ重要な役割を果
たした。

各校で開催された学校運営委員会における学校の取組に関する評価は、全
ての学校で概ね良好との結果となっている。

　学校運営協議会の設置状況及び委員数
　小中単独１９協議会、小中合同協議会３協議会（６校）
　各校の保護者や地域住民など、延べ２４９人

学識経験
者等意見

・大館は全学校に協議会があるということで、学校への応援団として、学校運営
協議会委員２４９人のバックアップはありがたい。そして、子どもたちが育つ環
境がある。
・各学校によって、特色ある取り組みは様々だが、共通していることは地域と学
校との一体感であると感じる。これが大館の強みであると思う。

課題等

令和７年度に委嘱した学校運営協議会委員の任期は２年間
であるため、令和９年度からの新たな委員を選任するに当たり、
各校長に候補者の推薦を依頼する必要がある。
　令和８年度中に各校との連携を密にし手続きを進める。

取組の方向性

■　継続

□　廃止検討

□　単年度
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２－４－１

2

4 担当課（館）

①
学校教育課
教育研究所

　□　目標を上回る

　■　目標どおり

　□　目標をやや下回る

　□　目標を大幅に下回る

　「話し合う活動を通して自分の考えを深めたり新たな考え方に気付いたりすることができる」につい
ては、どちらの調査も肯定的回答の割合が小学校・中学校とも約９０％前後を維持し、県学習状況
調査においては、県平均を越えている。
　これは、共感的・協働的な学び合いを通して、自分と違う他者の思考に寄り添い、共にゴールを目
指す学び合いが、小学校から中学校へと継続して行われているからと考えられる。

■　継続

□　廃止検討

□　単年度

重点施策点検・評価表
基本目標

ふるさとを担う「未来大館市民」を育成する学校教育の深化

重点施策

児童・生徒が教育パートナーとして支え合い、「おおだて型授業（響学）」の質を更に高める

「おおだて型授業(響学)｣を通して、｢協働的な学び｣と｢個別最適な学び｣を一体的に充実

活動内容

おおだて型授業(響学）を通して子どもたち一人一人の資質・能力を更に伸ばしていくため
に、「協働的な学び」と「個別最適な学び」を一体的に充実させ、「子どもの質の高い学び」を図
る。これまで大館が培い成果を上げてきた「共感的・協働的な学び合い」を継承しながら、子ど
もたち自身が学びの方向性を見いだしていく。そのために多様な他者を教育パートナーとし
て、支え合いながら進行・展開していく学びを目指し、教師が「学びを支える適切な指導・支援」
ができるよう学校訪問等を通して各校に指導・助言を行う。また、おおだて型学力推進委員会
においては、第1次学力向上に関する提言についての各校の効果的な実践をまとめた「ＳＨＩ・
Ｎ・ＫＡ」の発行や、全国学力・学習状況調査や県学習状況調査の児童生徒質問の「おおだて
型学力」に係る項目について、データの分析を継続的に行っていく。

点検評価

（達成率１００％超）

（９５～１００％）

（８０～９４％）

（８０％未満）

学識経験
者等意見

・設問31の回答結果を見ると大館の人はすごく謙虚だと思う。
・調査結果から、学校は数値に現れない部分を掘り下げていくべきだし、市は傾向を把握して
学校が経営にどう組み込んでいくのかを確認すべきと思う。
・個の学びを広げることが大事になるが、個の意見が少数の意見を消さないような環境を大事
にして欲しい。

課題等

「児童生徒が自分の考えが相手に伝わるよう、資料や文章、話の組み立て
などを工夫して発表していたか。」という設問に、小中ともに課題が見られる。
教師が児童生徒に目を向け、集団の学び合いの中で一人一人が相手に伝
える力を高めるにはどうのような指導・支援が必要かより工夫していくことが求
められる。

取組の方向性
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２－４－２

2

4 担当課（館）

②
学校教育課
教育研究所

　□　目標を上回る

　■　目標どおり

　□　目標をやや下回る

　□　目標を大幅に下回る

■　継続

□　廃止検討

□　単年度

重点施策点検・評価表
基本目標

ふるさとを担う「未来大館市民」を育成する学校教育の深化

重点施策

児童・生徒が教育パートナーとして支え合い、「おおだて型授業（響学）」の質を更に高める

「おおだて型授業（響学）」の実効性を高めるツールとしてＩＣＴを効果的に活用

活動内容

・各校のＩＣＴ推進委員を核として、全小・中学校に整備されたタブレット端末、
電子黒板、学習支援ソフト、デジタル教科書等の活用を支援する。
・校務支援システムの書庫に、国語科・算数科・数学科において、ＩＣＴの効果
的な活用場面を位置付けた年間指導計画や各校のＩＣＴの効果的な活用実践
事例を入庫する。教職員がいつでも閲覧し、効果的に活用できるようにデータ
を蓄積していく。
・学校の壁を越えた学習スタイルを推進し、オンラインを活用し、複式学級のあ
る学校同士が日常的に繋がる等、授業の中で多様な見方や考え方に触れ合
えるようにする。

点検評価

（達成率１００％超）

（９５～１００％）

（８０～９４％）

（８０％未満）

市内25校でのＩＣＴ活用支援のため、市教委にＩＣＴ支援員を１名配置し、各
校の要望に合わせ、実際に出向いて支援にあたっている。また、各校ではICT
活用推進委員が中心となり、授業におけるＩＣＴの効果的な活用が進められて
いる。年に２回行われるＩＣＴ活用推進委員会では、ＩＣＴの活用に関わる成果
点と課題点を協議し、改善点を次年度につなげている。秋田県学習状況調査
の児童生徒質問紙の結果においても、数値の上昇が見られる。

　秋田県学習状況調査の児童生徒質問紙（小4～中2の平均）においても、ICT
に関わる項目において、全て県平均を上回っている。（県を１００とした市の指
数）
 １ 普段の授業では、コンピュータなどのICT機器をどのくらい使用していますか
　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                    ・・・（１０３.３）※R5 97.1
 ２ あなたは学校で、コンピュータなどのICT機器を、他の友達と意見を交換した
    り調べたりするために、どのくらい使用していますか  ・・・（１０２.９）※R5 95.8

学識経験
者等意見

・機器の使い方も大分慣れてきていることと思う。
・ＩＣＴを効果的に使うためには、利用のタイミング、活用の仕方（どこで使うの
か）を考えることが大事。このことが資料作りを工夫することの指導につながる。
・これからの子どもたちはＩＣＴがないと生きていけない時代である。
・子どもの成長に合わせた使い方をして、未来の大館市民となるような子どもた
ちを育ててほしい。

課題等

各校のＩＣＴ推進委員を核として、全小・中学校に整備された
タブレット端末、電子黒板、学習支援ソフト、デジタル教科書等
の活用に躊躇している学校を、重点的に支援する。

運用ポータルサイト（校務ＰＣ内）に、国語科・算数科・数学科
において、ＩＣＴの効果的な活用場面を位置付けた年間指導計
画や、各校のＩＣＴの効果的な活用実践事例を入庫し、教職員
がいつでも閲覧できるように蓄積していく。

また、学校の壁を越えた学習スタイルを推進し、オンラインを
活用し、複式学級のある学校同士が日常的に繋がる等、授業
の中で多様な見方や考え方に触れ合えるようにする。

取組の方向性
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２－５－１

2

5 担当課（館）

②
学校教育課
教育研究所

　□　目標を上回る

　■　目標どおり

　□　目標をやや下回る

　□　目標を大幅に下回る

□　継続

□　廃止検討

■　単年度

重点施策点検・評価表
基本目標

ふるさとを担う「未来大館市民」を育成する学校教育の深化

重点施策

学習指導要領に対応した教育環境や基盤の整備を推進する

学校と行政の連携により個性や特性が発揮できる教育環境や教職員の職場環境の整備

活動内容

・令和２年度に国のＧＩＧＡスクール構想により導入した１人１台タブレット端末
の更新・整備を着実に実施するため、県及び関係者と連携を図りながら進め
る。また、校内通信ネットワーク環境の高速化と安定性を確保するため、全校で
ネットワークの改修を実施し、合わせて児童生徒が安全・安心してインターネッ
トを利用できるよう、Ｗｅｂフィルタリング機能も導入する。さらに、ネットワーク改
修後、校内ネットワークの高速化及び安定性が図られているかどうか検証する
ため、ネットワークアセスメント（ネットワーク環境の診断）を実施する。

・令和元年度に導入した校務支援システムは、令和７年度中に県が進める統
合型校務支援システムに切り換え、引き続き、学校における様々な事務処理
（校務）の効率化を図り、教職員の負担軽減や超過勤務時間の削減など、働き
方改革等につなげたい。

点検評価

（達成率１００％超）

（９５～１００％）

（８０～９４％）

（８０％未満）

国のGIGAスクール構想により令和２年度に整備した児童生徒１人１台端末
を、国の補助金を活用して12月から５年間のリース契約により更新をした。ま
た、児童生徒が安全・安心してインターネットを利用できるよう、Ｗｅｂフィルタリ
ング機能も導入した。さらに、前回整備できなかった教員用端末も新規に整備
した。
　・児童生徒用端末台数　３，９７０台
　・指導者用端末台数　　　　 ３５３台

校務支援システムの更新については、秋田県で進めている統合型校務支援
システムの共同利用切り換えを行った。引き続き、学校における様々な事務処
理（校務）の効率化を図り、教職員の負担軽減や超過勤務時間の削減など、
働き方改革等につなげたい。

学識経験
者等意見

・現場の先生方に有効に活用して欲しいと思うし、子どもたちも使いこなすこと
がこれからの流れと思う。頑張ってほしい。
・市で子どもたちのために、多大な費用をかけてデジタル機器を整備してくれ
ていることはありがたい。引き続き、感謝を忘れず、無駄のない使い方をお願い
したい。

課題等

・小中学校の授業で使用している電子黒板は、現在９２台、主
に令和５年度に整備した９０台が授業で使用している。各校の
使用状況を見ると、年々使用率、使用回数も増えていて、現場
の先生方から電子黒板を授業でもっと活用したい、授業で使う
教材の作成が容易で、負担の軽減につながっているとの声もあ
り、今後、追加の整備を検討する必要がある。
・次世代校務DX環境整備の入り口として、校務系と学習系ネッ
トワークを統合したが、今後は、校務用端末と指導者用タブレッ
トを統合し、教職員も1人1台環境にする方向に進めることの検
討が必要である。

取組の方向性
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